
児童の商業的性的搾取に対する国内行動計画

措 置項 目

１．児童の商業的性的搾取の実態把

握と原因究明

（１） ○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の国内における実態及び要因

保護等に関する法律 （１９９９年１１年５月１８日成立、」

同年１１月１日施行）の施行以降、同法違反により検挙し

、た児童買春事件の６割がテレホンクラブに係るものであり

この種の事犯の温床と認められる。また、同法により検挙

した児童ポルノ事件のほぼ半数が、インターネット利用に

係るものである。インターネットを利用した児童ポルノ事

案の状況については 「児童買春、児童ポルノに係る行為、

等の処罰及び児童の保護等に関する法律」の施行後は、そ

れまで多数開設されていたサイトが閉鎖された状況にある

が、巧妙かつ潜在的な手口で児童ポルノサイトを開設して

いるものがあることが確認されているところ、引き続き同

法違反で検挙した事例の分析を通じ、児童の商業的性的搾

取の実態の把握に努める。

○１９９９年１１月の「児童買春、児童ポルノに係る行為

等の処罰及び児童の保護等に関する法律」の施行後、商業

的性的搾取の被害を受けた児童であって、児童相談所にお

いて心理的カウンセリング等の指導を行った件数において

は業務報告により把握しており、１９９９年１１月から２

、０００年４月までの５ヶ月間で９０件となっているところ

今後とも実態の把握に努めるとともに、被害児童の状況に

応じた適切な保護を推進する。

（２） ○日本人による海外での児童買春等の状況を正確に把握す外国における実態及び要因

ることは困難であるが、国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ 、）

ＮＧＯ等の関係機関との連携の下、情報収集等に努める。

○国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ 、現代的形態の奴隷制信）

託基金、児童売買、児童買春及び児童ポルノに関する特別

報告者、国際移住機関（ＩＯＭ）等の関連国際機関への拠

出、情報提供等を通じ、これらの機関による児童の商業的

性的搾取に関する調査活動に積極的に協力・貢献するよう

努める。

○海外で活動するＮＧＯから、できるだけ多くの児童の商

業的性的搾取の実態・要因（貧困、性差別、組織犯罪、紛

争等の要因の分析を含む ）に関する情報を収集できるよ。

うにするため 「第２回児童の商業的性的搾取に関する世、

界会議」の準備、フォローアップを含めたプロセスも利用

しつつ、ＮＧＯとの間のネットワーク構築に努める。

○草の根無償資金協力等の枠組みを活用して、ＮＧＯによ

る児童の商業的性的搾取関連のシンポジウムやワークショ

ップの開催等を支援していく。
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２．児童の商業的性的搾取の防止

（１）初等教育児童への教育一般 ○日本国憲法第２６条は 「すべて国民は、法律の定める、

ところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる

義務を負う。義務教育は、これを無償とする」と規定し､基

礎教育は義務化、無償化されている。在日外国人の児童に

ついては、この義務を負うものではないが、外国人の児童

が教育を受ける機会を得るために公立小・中学校に入学を

希望する場合には、教育委員会はその入学を許可し、これ

らの学校に受け入れるよう指導しているところ、引き続き

、 、 。人種・国籍にかかわらず 基礎教育を義務化 無償化する

（２） ○学校教育において 「児童の権利に関する条約」で規定児童の権利に関する教育 、

されるように児童生徒の人権に十分配慮した教育指導や学

校運営が行われることが求められることから、小・中学校

の社会科、高等学校の現代社会、政治・経済、家庭一般な

どにおいて基本的人権の尊重や人権に関する国際法の意義

と役割、児童の成長や人間形成について取り扱うこととし

ており、これらの教科書においても児童の権利に関する条

約について具体的に取り上げられているところ、引き続き

学校教育において児童の権利を含む基本的人権の尊重等に

関する教育を促進する。

○教職員等中央研修講座において 児童の権利条約 人、「 」、「

」、「 」、「 」権尊重の教育 人権教育について 男女共同参画社会

をテーマとした講義を設け、研修を実施しているところ、

引き続きこのような研修を実施し、人権尊重の教育の推進

に努めていく。

○児童相談所職員研修、児童福祉施設職員研修において、

児童の権利に関する研修を実施しているところ、引き続き

このような研修を実施し、児童の人権への配慮を促進して

いく。

○検察においては、検察職員に対し 「児童買春法の制定、

並びに児童及び女性に対する配慮について」などをテーマ

とした研修を実施しているところ、このような研修を通じ

児童の人権への配慮を促進する。

○警察においては、警察学校教養、職場教養において被害

児童の権利の保護等に関する研修を実施しているところ、

このような研修を通じ児童の人権への配慮を促進する。

（３）性教育 ○教員に対し、性教育に関する研修を実施することによっ等、教育を通じた児童

て教員の資質向上を図り、学校における性教育の充実に努の商業的性的搾取の予防

めていく。

○学校において、児童の発達段階に応じた性教育を行うこ

とにより、児童が性に関する科学的知識を理解するととも

に、生命尊重、人間尊重、男女平等の精神に基づく正しい
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異性観を持つことによって、自ら考え、判断する意思決定

の能力を身に付け、望ましい行動をとれるようにすること

を促進する。

○学校教育において、情報化社会に主体的に対応できるよ

うにするため、情報及び情報手段を適切に選択・活用でき

る能力を育成するとともに、情報化の及ぼす影響や情報モ

ラルについて指導する。

○学校において、児童に薬物乱用防止に関する教育を行う

ことを通じ、児童が薬物乱用の危険性、犯罪等についてし

っかり自覚するとともに、現在及び将来にわたり薬物乱用

は絶対に行うべきではないし、許されることではないとい

う態度を身につけさせるよう努める。

○学校の教育活動を通じて、他者を思いやること、異性に

ついての正しい理解を深め、相手の人格を尊重すること、

生命の尊さを理解し、かけがえのない自他の生命を尊重す

ることなど、道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度など

の道徳性を養う。

○１９９７年に取りまとめられた「人権教育のための国連

１０年」に関する国内行動計画においては、学校教育にお

ける人権教育、人権の関わりの深い特定の職業に従事する

者に対する人権教育等あらゆる場を通じた人権教育の推進

が謳われており、女性、高齢者、外国人等の課題とともに

。児童の問題に関しても重点的に取り組むこととなっている

○法務省に設置された人権擁護推進審議会は、１９９９年

に「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるため

の教育及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する基本

的事項」について答申を発表し、学校、社会、家庭等にお

ける人権教育・啓発の重要性を指摘している。また、２０

００年１１月には、人権教育及び人権啓発に関する施策の

推進について定めた「人権教育及び人権啓発の推進に関す

る法律」が成立した。

（４） ○警察では、１９９９年１１月の「児童買春、児童ポルノ啓発措置

に係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」の施

行にあわせて、各種広報媒体を活用し、広報啓発活動を行

ったほか、児童買春事件や児童ポルノ事件を検挙した場合

には、事件概要を公表することなどにより、被害防止のた

めの広報啓発活動を実施しているところ､引き続きこのよう

な啓発活動に努める。

○法務省の人権擁護機関では、児童の人権を含め、人権を

尊重することの重要性を広く国民一般に認識してもらうな

ど、人権尊重思想の普及高揚を図るため、講演会・座談会

の開催、テレビ、ラジオの放送、パンフレット・リーフレ
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ットの配布など積極的な啓発活動を展開しているほか、児

童を含めたあらゆる人々に対する差別をなくすため、日常

的な啓発活動に加え、人権週間（毎年１２月４日から１０

日まで）において全国的な啓発活動の強調事項の一つとし

て「子どもの人権を守ろう」を掲げて様々な啓発活動を実

施しているほか、人権擁護委員の日（毎年６月１日）など

においても、街頭啓発、講演会などを通じて全国的な啓発

活動を実施しているところ、引き続きこれらの啓発活動に

努め、児童の人権問題発生の予防に寄与していく。

また、個別的にも児童の人権をめぐる諸問題を専門的に

取り扱う「子どもの人権専門委員」を選任し 「子どもの、

人権相談所」や「子どもの人権１１０番」などにおいて相

談に 応じることを通じて児童の人権に関し周知に努める。

○児童を含む青少年の健全な育成を図る観点から、毎年７

月を「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」及び毎

年１１月を「全国青少年健全育成強調月間」としていると

ころ、これらの月間において有害環境浄化活動の推進等の

ための集中的な広報・啓発活動に努める。

○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の

保護等に関する法律」の施行にあわせ、在外公館を通じ、

同法の意義と内容について、日本語及び英文テキストを作

成・ 配布し、広く海外に周知徹底を図った。今後も、児童

の商業的性的搾取に関連する国内法制の整備等が行われた

際には、同法律の内容について、在外公館等や外務省ホー

ムページ等を通じ、広く海外への周知徹底に努める。

○児童問題に精通した有識者等の協力も得つつ、諸外国で

各種講演会を開催するなどして本件会合の紹介の他、我が

国における児童の商業的性的搾取に関する取組の紹介に努

める。

○Ｅメール等を利用して、児童の商業的性的搾取に関する

。 、ＮＧＯや一般市民からの意見を積極的に吸い上げる また

メーリングリスト、インターネット等を積極的に活用して

児童の商業的性的搾取に関する国際的な動き等の情報を広

く一般に提供する。

○外務省ホームページを通じて、我が国の「児童の商業的

性的搾取に対する国内行動計画」など国内外に児童の商業

的性的搾取の根絶に向けた各種取組や 「第２回児童の商、

」 。業的性的搾取に関する世界会議 の概要等の周知に努める

また、右ホームページには会議終了後も引き続き、児童

の商業的性的搾取に関する我が国の取組の進捗状況等につ

き関連情報を随時掲載していく。
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○「第１回児童の商業的性的搾取に関する世界会議」のフ

ォローアップの一環として、ＮＧＯと協力して、児童の売

買、児童のポルノの根絶を訴えるポスターを作成し、国内

に配布した他、アジアを中心とする在外公館に配布し、領

事窓口に掲示する等の啓発活動に努めた。更に、外務省の

ホームページに右世界会議の結論文書等を掲載し、国内外

に広く右世界会議の成果と意義を広報した。

「第２回児童の商業的性的搾取に関する世界会議」にお

いても、ＮＧＯと協力してパンフレットの作成、シンポジ

ウムの開催、各種イベントのアレンジ、国内外の各種広報

媒体、広報誌等を通じて、会議開催の意義及び目的を国内

外に広く広報するよう努める。

○児童の商業的性的搾取に対する更なる問題意識の喚起を

目的として 「第２回児童の商業的性的搾取に関する世界、

会議」のプロセス、会議本体、フォローアップの各場面に

おいて国内外のＮＧＯと協力して広報啓発活動に努める。

○我が国は、九州・沖縄サミットに際して、ＮＧＯとの対

話と連携に取り組んできた努力を継続し、国際社会におい

て大きな役割を果たすことが期待されるＮＧＯとの協力関

係を構築していくことが重要であるとの認識に基づき、２

０００年１０月、外務省内に「ＮＧＯ連絡センター」を設

置したところ、同センターの活動を通じて、児童の商業的

性的搾取に関するＮＧＯとの連携の強化に努める。

（５）メディアとの協力 ○「第２回児童の商業的性的搾取に関する世界会議」の準

備段階からメディアの積極的な参加を促し、児童の商業的

性的搾取に関する諸問題に対する共通理解を深める。

関連業界との協力（６）

○運輸省（現、国土交通省）では 「児童買春、児童ポル・買春 、

ノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」の

施行に際し、同法の周知及び同法に関する情報提供を行う

ことを要請する旨の通達を旅行業界関係者に対して発出し

た他、同法の周知活動に関して旅行業界との連絡会議を開

催し、業界内の意識啓発を行った。また、旅行業協会にお

いても、旅行業務取扱主任者研修(営業所において旅行取引

に関する管理・監督に関する業務を行う者に対する研修 、）

旅程管理研修（旅行に同行してサービスの確実な提供等を

確保する者に対する研修）において、旅行会社の従業員に

対する教育を行い、旅行会社が不健全旅行に関与しないこ

と、旅行客が旅行先で児童買春等に関与しないことを呼び

かけている。また、旅行業協会や国際観光振興会において

は、ホームページ、 サービス、パンフレットの配布、FAX
広報誌への掲載等の周知活動を行うことで、不健全旅行の

排除を目指してゆくこととしているところ、今後とも国土

交通省は旅行業協会、国際観光振興会等の観光関連団体と

連携し、旅行者に対する啓発活動に努める。
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○児童ポルノをはじめとするインターネット上の違法・有・ポルノ

害情報の流通に対応するため、インターネット・サービス

・プロバイダ（ＩＳＰ）等の業界団体によって作成された

自主規制のためのガイドラインやガイドラインを具体化し

たモデル契約約款の周知徹底やＩＳＰ等の責任の明確化を

含めたルールの確立に努めることを通じ、業界団体等の自

主的な取組を支援していく。

○児童ポルノをはじめとするインターネット上の違法・有

害情報について、苦情・相談等に適切かつ迅速に対応する

ための最適な体制の在り方を検討し、その実現を図る。

○児童の商業的性的搾取の防止に関しては、映画・ビデオ

関係業界、書籍・出版関係業界、ゲーム関係業界といった

各業界において、既に各種の自主的な取組が展開されてい

るが、引き続き関係業界との協力の下、業界内における自

主的取組を奨励する。

○インターネット上における児童ポルノ等の違法・有害コ

ンテンツを排除するため 「インターネットにおけるレイ、

ティング（格付け ・フィルタリング（選別）システム」）

の開発・普及を促進するとともに、インターネット関係団

体と連携しつつ、有害コンテンツデータベースの共有化等

を検討する。

（７） ○１９９０年の「子供のための世界サミット」で採択され送り出し国における要因へ

た 子供の生存 保護及び発育に関する世界宣言 及び 行の対策(貧困対策等） 「 、 」 「

動計画」において定められた子供の生存、発達及び保護の

ための主要目標を念頭に、ＵＮＩＣＥＦ、国連婦人開発基

金（ＵＮＩＦＥＭ 、国際労働機関（ＩＬＯ 、児童労働撲） ）

滅国際計画（ＩＰＥＣ 、人間の安全保障基金への拠出を）

通じ、児童の健康、生活環境の改善、基礎教育の普及及び

児童労働の撤廃に係る事業の実施支援に努める。また、２

０００年の世界教育フォーラムにおいて採択された「ダカ

ール行動枠組み」を念頭に、国連教育科学文化機関（ＵＮ

） 、 、ＥＳＣＯ を中心とした枠組みの下 各ドナーや国際機関

ＮＧＯ等との協力を通じ、児童の基礎教育の普及を支援し

ていく。

○我が国は、１９９９年に策定した「ＯＤＡ中期政策」に

従って、途上国の貧困対策や社会開発分野への支援を重点

課題として積極的に取組んでおり、ＷＩＤイニシアティブ

による援助等の継続による人口・エイズ、女性、家庭など

の分野への支援を実施している。また、二国間援助におい

て、我が国は社会開発部門への援助に積極的に取り組んで

きており、特に児童の健康・福祉・教育の普及に広く裨益

する医療、保健、教育分野の援助については、無償資金協

力、技術協力を中心に実施しているところであり、今後と
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もかかる分野への支援を実施していく。

○我が国のＮＧＯの活動に対する支援として、ＮＧＯ事業

補助金制度、草の根無償資金協力等により、児童の健康・

福祉・教育の普及に広く裨益する医療、保健、教育分野に

おいて、草の根レベルでの支援活動を行っている我が国Ｎ

ＧＯに対し、資金面での支援を行っている。

、 、また ＮＧＯ活動に関する様々な相談・照会事項に対し

適切な回答・アドバイスを行うため、１９９９年度に「Ｎ

」 。 、ＧＯ相談員 制度を創設した 今後もかかる制度を利用し

我が国ＮＧＯ活動の支援に努める。

（８）児童の権利委員会への政府報 ○児童の権利に関する条約に基づく政府報告をＮＧＯから

告書及び関連議定書の対応 の情報提供や意見などをも参考としつつ作成し、児童の権

利に関する委員会へ報告することを通じて、児童の権利に

関する国内の状況をレビューすることにより、性的搾取か

らの保護を含む児童の権利を保護・促進し、児童の商業的

性的搾取の防止に努める。

○我が国は、２０００年５月２５日の第５４回国連総会に

おいて採択された「児童売買、児童買春及び児童ポルノに

関する児童の権利に関する条約の選択議定書(仮称 」及び）

「児童の武力紛争への参加に関する児童の権利に関する条

約の選択議定書（仮称 」の作成のための作業に積極的に）

参加したところ、今後とも、国際機関等において検討が進

められている児童の権利の保護・促進に関連する国際文書

の作成等についてその動向に十分配慮する。

また、児童の権利の保護・促進の観点から両選択議定書

の締結に関する検討に努める。

３．取締

（１）児童の商業的性的搾取に係る ○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の

行為を適正に処罰するための体制の 保護等に関する法律」では、国外犯を含む児童買春をした

強化 者、児童ポルノを販売した者、児童買春の相手方とさせる

などの目的で外国に居住する児童で略取された児童をその

居住国外に移送した者などを懲役刑や罰金刑をもって処罰

することとしている。また、国外犯も処罰できるようにな

っているところ、これらの規定の厳正な運用を図るととも

に、適正な科刑の実現を図る。

○１９９９年１１月１日から組織犯罪対策法の別表犯罪に

児童買春・児童ポルノ法違反が追加され、児童の商業的性

的搾取に係る犯罪の処罰及び没収・追徴が強化されている

ところ、これらの規定の厳正な運用を図るとともに、適正

な科刑の実現を図る。

○警察では、児童買春、児童ポルノに係る行為等の取締及

び児童の保護等を徹底するため捜査体制を充実強化してお

り、各都道府県警察においては、例えば「児童買春・児童
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ポルノ事犯取締推進本部」のように、少年、風俗、刑事、

ハイテク犯罪対策等の関係部門が連携した取締本部やプロ

ジェクトチームを設置するなどして、部門間の垣根を取り

払った機能的な体制を構築しているところ、引き続き捜査

体制の強化と取締等の徹底を促進していく。

また、警察庁においては、１９９９年４月、少年保護対

策の充実強化を図るため、少年課に少年保護対策室を設置

し、同室が中心となり 「児童買春、児童ポルノに係る行、

」 、為等の処罰及び児童の保護等に関する法律 の運用に関し

都道府県警察の指導等に当たっているところ、引き続き同

法の適切な運用を推進していく。

○警察では 「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰、

」 、及び児童の保護等に関する法律 等を活用し､児童買春事犯

児童ポルノ事犯の取締を徹底しているところ、テレホンク

ラブが児童買春事犯の温床と認められることを踏まえ、テ

レホンクラブ営業に対する指導、取締はもとより、その規

制の強化を検討するとともに、テレホンクラブ営業にかか

る児童買春事犯の取締を徹底していく。さらに、ファッシ

ョンヘルス等の性を売り物とする営業に対する指導、取締

を徹底していく。

また、インターネットを利用した児童ポルノ事案につい

ては、巧妙かつ潜在的な手口でサイトを開設しているもの

があるところ、これに対しては、関係機関やＮＧＯ等の団

体と協力しつつ、端緒情報を掘り起こし、児童ポルノ公然

陳列、児童ポルノ頒布等違反で積極的に検挙していく。

（２） ○国境を越えて敢行される児童の商業的性的搾取等に有効国際的捜査協力及び情報交

に対処するには、犯罪地国又は犯人国籍国等による訴追・換の推進

処罰が的確に行われる必要があるところ、そのための国際

捜査共助や逃亡犯人引渡し等の国際協力の推進・強化に努

める。

また、我が国は、外国から寄せられた捜査共助・犯罪人

引渡要請のいずれについても、当該国との間で条約を締結

しているかどうかにかかわらず、一定の要件の下にこれに

応えることを可能とする法制をとっており、今後も右法制

に基づき適切に実施していくこととする。

○国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約（仮称。

、 ）２０００年１１月１５日 第５５回国連総会において採択

は、国際的な組織犯罪を防止し、これと戦うための協力を

促進することを目的とする国際的な法的枠組みを創設する

ものであり、犯罪人引渡しのための枠組み、国際的な捜査

・司法共助のための枠組み等を規定している。我が国は、

２０００年１２月１２日、同条約に署名したところ、今後

は、必要な法整備を含めできる限り本条約の締結準備作業

を速やかに進めていく。

Protocol to Prevent,また、いわゆる「人の密輸議定書（

Suppress and PunishTraffickingin Persons, Especially Women and
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Children, supplementing the United Nations Convention against
（２０００年１１月１５日第Transnational Organized Crime）」

５５回国連総会において採択）は、右条約とあいまって、

特に女性及び児童をはじめとする国際的な人の密輸を防止

し、これと戦い、また被害者を保護するための協力を促進

することを目的として普遍的かつ効果的な法的枠組みを創

設するものであり、我が国はその趣旨を踏まえ、今後必要

な検討を進めていく。

○法務省入国管理局においては、入管法違反に係る事件に

ついて、警察等の捜査機関との恒常的な情報交換を行って

おり、不法滞在外国人を商業的性的に搾取している者にか

かる情報を入手したときには、捜査機関に情報提供すると

ともに合同で摘発することもあるところ、加害者の確実な

摘発のため、今後とも捜査機関とのこうした情報交換と協

力に努める。

○税関で発見された児童ポルノのうち、関税定率法第２１

条第１項第４号（風俗を害すべき物品）に該当するわいせ

つ物品であれば、税関自らが取り締まることになるが、２

０００年より、わいせつ物品に該当しない物でも、税関で

発見された児童ポルノについては、すべて警察に通報を行

うこととなり、これにより、輸出入される児童ポルノに対

する取締の強化が期待される。

○警察では、児童買春等の国外犯の捜査について、外国捜

査機関等との連携を強化することが重要であることから、

警察職員を随時海外に派遣することなどにより、外国捜査

機関等に「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び

児童の保護等に関する法律」の内容を周知するとともに、

外国捜査機関やＩＣＰＯルートで具体的情報が我が方に速

、やかに提供されるような緊密な関係を構築しているところ

引き続き外国捜査機関等との連携の強化に努める。

また、事件立件に当たっては、外交ルートによる捜査共

助要請により外国の捜査機関と連携し、適切な対応をとっ

ていくこととしているところ、日本国民による海外での児

童買春等の国外犯につき引き続き積極的な捜査を進めてい

く。

（３） ○２０００年の国連総会決議５５／２５、国際的な組織犯途上国の法執行体制の強化

罪の防止に関する国際連合条約（仮称）第３０条(経済的な・支援

発展及び技術支援を通じた条約の実施）等を踏まえ、国連

（ ） 、国際犯罪防止センター ＣＩＣＰ に拠出することを通じ

同センターによる犯罪対策に係る技術協力のための事業を

支援する。

○途上国の法執行体制の強化を支援するため、主としてア

ジアの途上国政府関係者を対象とした国連アジア極東犯罪

防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）による各種研修も含め、刑事
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司法制度や出入国管理制度の強化のための協力に努める。

○我が国は、出入国管理セミナー（１９８７年から毎年実

施 、偽変造文書鑑識技術者セミナー（１９９５年より毎）

年実施 、旅券偽変造防止セミナー（１９９７年から１９）

９９年まで実施 、出入国情報管理電算セミナーなどの各）

種セミナー、シンポジウム等を定期的に開催してきたが、

今後もこれらの場を通じて、途上国の法執行体制の強化・

支援に努める（右に加え、２０００年１月には「人のトラ

フィッキング に関するアジア太平洋地域シンポジウム」を

開催したほか、また、２００１年１月には、アジア太平洋

地域の法執行機関幹部の参加を得て 「アジア太平洋国際、

組織犯罪対策会議」を開催した 。。）

○我が国は、途上国の法執行体制の強化支援に留まらず、

犯罪との戦いにおいて児童を守り、また、被害児童に対す

るケアを実施するため、関係当局間の協力及びＮＧＯを含

む市民社会と協力して採られる措置の必要性を確認し、か

かる団体等との協力に積極的に努める。

４．社会復帰及び再統合

（１） ○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の司法手続きにおける被害児

保護等に関する法律」は、同法に規定する罪にかかる事件童への配慮

の捜査及び公判に職務上関係のある者に対し、児童の人権

及び特性に配慮する措置について定めているところ、同規

定の適切な運用を図る。

○証人が証人尋問の際に受ける精神的・心理的な負担を軽

減するため、証人の遮蔽措置やビデオリンク方式による証

人尋問が導入されたところ、今後適切な運用を図る。

○警察では、児童買春の被害児童への対応にあたり、以下

のような方法をとることにより、少年の特性に配慮するこ

とはもとより、犯罪の特性にも十分配慮し、心身に有害な

。影響を受けた被害児童の精神的負担を和らげるよう努める

－担当者を女性警察官等の適任者とする。

－必要に応じ、被害児童の心身の状況に関し、専門職員

の意見を聞く。

－事件の態様・被害児童の状況等を勘案して女性職員を

立ち会わせる。

－事情聴取に先立ち、または右に並行して、必要に応じ

少年の心理、生理、その他少年の特性に関する知識や少年

の取扱いに関する技術を有する少年相談専門職員、少年補

導職員等によるカウンセリング等を実施する。

－事情聴取の回数や時間に十分配慮する。

－状況により、警察職員が家庭へ出向く等、警察施設以

外の施設で事情聴取を行う。
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○警察では、被害児童に十分配慮した事情聴取等が行われ

るよう、職員に対する各種の警察学校教養や警察署等での

職場教育等を行っているところ、引き続き職員にこのよう

な研修訓練を徹底していく。

（２） ○児童相談所は、被害を受けた児童、保護者、関係機関か被害児童のカウンセリング

らの相談通告により、カウンセリング等の心のケアを実施

しており、引き続き、児童相談所におけるカウンセリング

機能の充実に努める。

（３ （ ○児童相談所が迅速に被害児童の心理的ケアを行うため、） 被害）児童の救済・保護

警察等の関係機関との情報交換を促進する。

、 、 、○被害児童の心身の状況 家庭環境 生活環境等を勘案し

必要な場合には児童福祉施設への入所措置を講じ、生活指

導等を実施することで、被害児童の適切な保護に努める。

○児童相談所において、被害児童の適切な保護が行われる

よう対応の手引きを作成することとしており、この手引き

に基づき引き続き被害児童の適切な保護に努める。

○法務省の人権擁護機関では、児童の人権に関する相談に

ついては、全国の法務局・地方法務局に「子どもの人権相

談所」や「子どもの人権１１０番」を開設し、児童たちが

相談しやすい体制をとっているほか、 児童の人権をめぐる

諸問題を専門的に取り扱う「子どもの人権専門委員」を選

任し 「子どもの人権相談所」などにおいて相談に応じる、

などしているところ、引き続き積極的に児童の人権に関す

る相談体制の充実に努める。

○法務省の人権擁護機関では、児童の人権が侵害された場

合、その救済のために司法的・行政的手続によるのが相当

、 、と思われる事案については 関係機関への連絡をとるほか

法律扶助機関へのあっせん、法律上の助言その他適当と認

められる援助を行う等の処置を講じているところであり、

今後ともこのような援助を行っていく。

法務省の人権擁護機関は、児童の権利のみならず広く人

権の擁護・促進のために、様々な人権侵害事案の調査処理

や、人権尊重思想の普及高揚のための啓発活動に取り組ん

でいる。これらの施策の一層の充実を図るため、現在、法

務省に設置された人権擁護推進審議会において、その方策

の基本的な在り方について、調査審議が行われている。２

０００年１１月には 「人権救済制度の在り方に関する中、

間取りまとめ」が公表され、その中では、パリ原則等を参

考に、人権救済機関の組織体制の整備も必要であるとされ

ている。
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○児童虐待に係る児童の保護に当たっては、児童相談所等

との連携が重要であることから、法務局・地方法務局が児

童相談所を中心とした関係機関のネットワークに積極的に

参加するとともに、具体的な事案についてこれら機関及び

関連ＮＧＯとの連携を図りながら、児童の保護に努める。

○警察では、児童相談所等の関係機関と連携し、必要に応

じて、被害児童に対するカウンセリング、保護者に対する

、助言指導環境調整等の継続的な支援を実施しているところ

引き続き適切な実施に努める。

○２０００年１１月の「児童虐待の防止等に関する法律」

施行により、児童に対する性的虐待等に該当する児童の商

業的性的搾取のケースについても、被害児童の早期発見・

早期対応等の適切な保護が図られているところであり、関

。係機関及びＮＧＯとの連携を含めて一層の対応強化を図る

○最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行

動に関する条約（ＩＬＯ第１８２号）の早期批准に向けた

検討を行う。

○児童福祉法の保護が必要と認められる場合には、国籍に（４）外国人被害児童の保護

関係なく日本国内の外国人被害児童の保護のため適切に対

応してゆく。

○ＵＮＩＣＥＦに対する拠出を通じ、商業的性的搾取の被

害児童のリハビリに係る事業の実施を支援する。

○草の根無償資金協力及びＮＧＯ事業補助金を通じ、外国

において被害児童のための職業訓練や厚生施設に対する支

援等を実施しているＮＧＯの活動を支援する。

○我が国は 「人間の安全保障基金」を通じて、ＣＩＣＰ、

によるフィリピンにおける「人の密輸」プロジェクトに２

０万ドルの拠出を検討するなど、今後もＣＩＣＰが実施し

ている各種被害者支援プログラムを積極的に支援する。

５ ○国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約（仮称）．児童のトラフィッキング

Protocol toの補足議定書であるいわゆる「人の密輸議定書（

Prevent, Suppress and Punish Trafficking in Persons, Especially
Women and Children, supplementing the United Nations Convention

」は、右条約とあいまっagainst Transnational Organized Crime）
て、特に女性及び児童をはじめとする人の密輸を防止し、

これと戦い、また被害者を保護するため協力を促進するこ

とを目的として普遍的かつ効果的な法的枠組みを創設する

ものである。なかでも、児童に関しては、性的搾取、強制

労働等の搾取を目的とした児童の募集、移送、蔵匿、収受

はその手段にかかわらずいわゆる人の密輸に該当するもの

として、成人の場合に比して広範な犯罪化を締約国に義務



措 置項 目

づけるなど、より手厚い保護を図る内容となっている。

我が国は、右条約に関しては、２０００年１２月１２日

に署名し、必要な法整備を含めその締結準備作業を速やか

に進めていくこととしているが、右議定書についても、そ

の趣旨を踏まえ、今後、国内法との関係等必要な検討を進

めていく。なお、右議定書の内容にも関連する個別具体的

な国内的措置については、他の項目の記載を参照のこと。

○２００１年１２月に開催される「第２回児童の商業的性６．児童の参加

的搾取に反対する世界会議」には、青少年の参加が予定さ

れているところ、ＮＧＯとも協力しつつ、会議の討論やそ

の他の会議に付随して行われる行事などにおいて、できる

限り青少年が意見を表明する機会を設けるよう配慮するこ

とにより、商業的性的搾取の問題への取組への児童の参画

を支援する。


